
/別記
第 1号様式 (第11条、第13条、第14条関係) t(r

事 業 者 排 出 量 肖J 減 計 画 書 ひ ) ・ 変 更)

京都市中京区壬生花井町3番 地

特定事業者の

主たる業種 印刷業

該当する事業

者要件

条例施行規貝」第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換

算して1,500キロリットル以上))

声履梨頃鞘礎墨掲しあれ条烈空観署〕曇ツ篠亀舗
は第3号該当事業者(大規模運送事業者(トラック又
t50両以上)

洋昼費雪盤花浸蟹セ繁餐各響智綿評!究だ香寄4号該当事業者(そ
の他の温室効果ガスの大規模!Tf翌1

計 画 期 間 平成 18 年 4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 環境マネジメントシステムをレベルアップさせ、環境目的・環境目標の設定・実施・見直しにより継続的改善に努め

る。  (環 境方針で、電気・ガスの効率的使用による地球温暖化防止を重点項目に挙げている)

推 進 体 制 IS014001の取組みの中で、部門(職場)ごとに電気 ガスエネルギ
ーの効率的な利用によりC02発 生比率3ボイントは

減。月例の環境保全委員会にて進捗状況の確認・報告を行う。 ま た、グリ
ーシ調達の観点から、空調や照明、生産

設備等について省エネタイプのものを導入。

年度ごとの具

体的な取組及
び措置

ヽ コ r

全社設備 能力1lkv以上のポンプを対象にインバーターを取り付け、年間50,000kvllの削減を図る。

本社製造部門 産資第1工場印刷機室の換気回数を見直し、全体の空調能力の適正化を検討 実施する。

18・ 19 全社部門 構内駐車時のアイドレタ
°
ス トップ率100%を 確保し維持する。

18 全社部門
電気 'スの使用量/死上高の把媛を行い、月りJの環勇体全委員宮にス報告

°輌等 し、半は 1イ

草ピ基進

本社管理設備 特高デマンド装置の更新により、より詳細な電気使用量の把握と管理を行 う。

温室効果ガス
の排出量等 排出区分

基準年度 (実績)
( 17 )年 度
〈二酸化炭素櫨算 (t))

日標年度 (計回,

( 19 )年 度
(二酸化炭茉張第 (t))

自1顔率

(計画)
(3/3)

A事 業所等排出区分 25,819 t 29,032 t 124%

B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他排出区分 t t %

排出合計 1                25,819 t =2             29,032 t 1,、今 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

(二酸化炭素換算 (t

森林の保全及び整備 (整備面積) (吸収■) t

府内産の木材の利用 (利用4) mi (苫け滋最) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(完電■) k■rh (削減よ) t

(熱供給■) C」 (削減曇) t

グリーン電力の購入 (購入量) kwh (削減量) t

削減量等合計 t

差引排出重

(排出合計―百u滋専合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

暮1              25,819 t (42)(Ⅲ3)         29,032 t 124%

行 記 事 壊 本社、ナイテックモー,レドエンジエアリングでは省エネ努力により5%マ イナスを目標としますが、すイテツクエ実(霞

岡)は18年度より大幅な工場の増設があり、排出き増加がやすトタ得ない状況です。

弊社では、職場ごとに生産量あたりのエネルギー使用量を把握する原単位管理を進めており、月1回の「環境保全

委員会」で各職場から取組み成果が報告されます。
その他の取組みとして、廃乗物のゼロエミッションを達成後、さらにサ

ーマルツサイクル(焼却等)を減らしマテリアルリ

サイクルを増やす取組みを推進、廃溶剤`廃プラスチックのマチリアルリサイク率平成17年度平均422%を 50%まで

引き上げる事を目標にしています。
さらに値栽廃薬物のグリーン還元(刈込→堆肥→全豊回収使用)率17年度実績867%を 90%まで引き上げる目標を

立てています。

連 先絡 担 当 部 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ ツ番 号

と l

2

3

該当する日には、レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参カロされる事業者の方は、レ印の配入は不要でi

「基準年度Jと は計画期間の前年度を、 「目標年度Jと は計画期間の最終年度をいいま五                   |

「事業所等排出区分Jと は、京都lrF内の手業所等の事業活動のためのエネルギ
ーの使用に伴い発生する温宣効果ガスを、 「輸き車両排出区分Jと

は、自動車運送事業者については使用の本拠の位置を京都府内とする車両の排出する温室効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物車両又

は旅客車両の排出する温室効果ノスを、 「そのlL排出区分」とは、上記以外の京柳行内における事業所等の事業活動に伴い発生する温室効果ガス

をいいま汽


